
別海町農業委員会「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」

平成２９年 ７ 月３１日制定

令和 ２ 年 ７ 月３１日改正

令和 ５ 年 ３ 月２７日改正

令和 ５ 年 ８ 月３１日改正

第１ 基本的な考え方

農業委員会等に関する法律（昭和 26年法律第 88号。以下「法」という。）の改正法
が平成 28年４月１日に施行され、農業委員会においては「農地等の利用の最適化の推
進」が最も重要な必須業務として、明確に位置づけられた。

当農業委員会は、「農地等の利用の最適化の推進」に取り組むため、法第７条第 1項
に基づく指針として、具体的な目標と推進方法、目標の達成状況に対する評価方法等を

以下のとおり定める。

なお、この指針は、農業経営基盤強化促進法（昭和 55年法律第 65号。以下「基盤強
化法」という。）第 5条第 1項に規定する北海道の農業経営基盤の強化の促進に関する
基本方針及び基盤強化法第 6条第 1項に規定する別海町の農業経営基盤の強化の促進に
関する基本構想の趣旨に則り、長期的な目標として 10年後に目指す農地の状況等を示
すものであり、農業委員の任期である 3年ごとに検証・見直しを行う。
また、単年度の具体的な活動については、「農業委員会による最適化活動の推進等につ

いて」（令和 4年 2月 2日付け 3経営第 2584号農林水産省経営局長通知、令和 4年 2月
25日付け 3経営第 2816号農林水産省経営局農地政策課長通知）に基づく「最適化活動
の目標の設定等」のとおりとする。

第２ 具体的な目標、推進方法及び評価方法

１ 遊休農地の発生防止・解消について

（１） 遊休農地の解消目標

管内の農地面積

（Ａ）

遊休農地面積（Ｂ） 遊休農地の割合

（Ｂ／Ａ）計 1 号 2 号

現 状

（令和 5年 7月）
63,300ha 0ha 0ha 0ha 0％

3 年後の目標

（令和 8年 7月）
63,300ha 0ha 0ha 0ha 0％



【目標の考え方】

別海町の遊休農地の割合は現状で 0％である。今後、離農戸数の増加が懸念される
ことから、今後も発生の防止に努める。

（２）遊休農地の発生防止・解消の具体的な推進方法

各推進委員会の区域ごとに、農地法に基づく利用状況調査等を実施し、併せて、

通常業務の中で遊休農地の早期発見に配慮することで、農地の状況把握に努める。

その中で、遊休化の恐れがある場合や遊休化した農地の所有者に対して農地中間

管理機構の利用も含めた中で指導を行うなど、遊休農地発生の解消・未然防止を推

進する。

また、山林、原野化した農地復元不可能な土地は、非農地判定を実施するなど適

正な農地の確定や把握ができるよう推進する。

（３）遊休農地の発生防止・解消の評価方法

遊休農地の発生防止・解消の進捗状況は、遊休農地の割合により評価する。

単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等について」に基

づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表」

のとおりとする。

２ 担い手への農地利用の集積・集約化について

（１）担い手への農地利用集積目標

【目標設定の考え方】

担い手への農地利用集積率は令和 5年 7月時点において 103.8％となっており、北海
道で示されている集積率 95％は超えている状況である。
また、今後も認定農業者等担い手への更なる農地集積を図ることとして、令和 8年度

及び令和 15年度の目標値については現状の増加率により設定する。

目 標

（令和 15 年 7 月）
63,300ha 0ha 0ha 0ha 0％

管内の農地面積（Ａ） 集積面積（Ｂ） 集積率（Ｂ／Ａ）

現 状

（令和 5年 7月）
63,300ha 65,734ha 103.8％

3 年後の目標

（令和 8年 7月）
63,300ha 65,895ha 104.1％

目 標

（令和 15 年 7 月）
63,300ha 66,374ha 104.9％



（２）担い手への農地利用の集積・集約化に向けた具体的な推進方法

農業委員会として、地域ごとに人と農地の問題を解決するため、10年後の農業の
在り方と農地利用の将来像を描く「地域計画」の作成と見直しを、町や関係団体と

協力し推進する。

また、農地利用に係る権利移動は、担い手の意向に基づく農地の集積・集約化を

推進するとともに、その方法として農地中間管理事業の活用も手法のひとつと捉え

つつ、計画実現に向けた調整活動を推進する。

（３）担い手への農地利用の集積・集約化の評価方法

担い手への農地利用の集積・集約化の進捗状況は、農地の集積率により評価する。

単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等について」に基づ

く「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他の実施状況の公表」のとお

りとする。

３ 新規参入の促進について

（１）新規参入の促進目標

【目標設定の考え方】

過去 5年間の新規就農者数の年平均は 2.6戸であるが、今後も同様に推移することを
目指し、令和 8年度及び令和 15年度の年目標は、同等の 3戸とした。
なお、町内の新規就農対策の方向性は研修牧場等の設立活用など個人の就農が目的で

あることから、町外からの法人参入については現時点では計画しないこととする。

（２）新規参入の促進に向けた具体的な推進方法

別海町・町内各農業協同組合・農業改良普及センター及び別海地域担い手育成総

合支援協議会等と連携し、新規就農希望者の把握をするとともに離農等に伴う農地

権利移動等とのマッチングをすることで、スムーズな新規就農を促進する。

新規参入者数（個人）

（新規参入者取得面積）

新規参入者数（法人）

（新規参入者取得面積）

現 状

（令和 5年 7月）

0 人

（ 0ｈａ）

0 件

（ 0ｈａ）

3 年後の目標

（令和 8年 7月）

9 人

（ 540ｈａ）

0 件

（ 0ｈａ）

目 標

（令和 15 年 7 月）

30 人

（ 1,800ｈａ）

0件

（ 0ｈａ）



また、新規就農に関わる各種資金制度や農地の権利設定など営農定着に向けたフ

ォローアップを推進する。

（３）新規参入の促進の評価方法

新規参入の促進の進捗状況は、新規参入者（個人、法人）の数により評価する。

単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等について」に基づ

く「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表」の

とおりとする。

第３ 「地域計画」の目標を達成するための役割

別海町において作成された「地域計画」に基づき、農地を効率的かつ総合的に利

用していくため、別海町農業委員会は次の役割を担っていく。

・日常的な農地の見守りによる農地の適正利用の確認

・農家への声掛け等による意向把握

・「地域計画」で位置付けられた担い手への農地の利用調整やマッチング

・農地中間管理事業の活用の働きかけ

・「地域計画」の定期的な見直しへの協力


